技術士　第二次試験　模擬答案用紙

１－２－１　我が国の森林資源の現状及び林業を取り巻く経済情勢を念頭に置いて、持続可能な森林経営を確立する方策を技術的観点から述べよ

１．我が国の森林資源の現状

　我が国は国土の６７％が森林であり、その面積は、約２５００万ｈａである。うち、人工林が１０００万ｈａを占め、その７割がスギ・ヒノキである。齢級配置は、３５年生以上が５割を占め、成熟期に近づきつつある。

蓄積は、３５億ｍ３でこの２０年で、およそ６割増加した。
所有構造は国有林が３０％、公有林等が１５％、私有林が５５％となっており、私有林の所有者の９割が５ｈａ以下の零細所有で、１００ｈａ以上の大規模所有者の比率は０．１％に過ぎない。

２．林業を取り巻く経済情勢

　日本の木材需要は昭和４０年頃から急速に拡大し、

昭和４８年に１億２千万ｍ３に達した後、景気動向による変動を見せながらおよそ１億ｍ３で推移していたが、平成１４年には、９千万ｍ３を割り込む状況となっている。

また、用途についても一貫して主力であった製材用需要が平成１０年以降急激に減少し、パルプ・チップ用需要が上回る状況となっている。

これに伴い、丸太価格も昭和５５年をピークに低下を続けており、平成１５年には、杉中目丸太の価格は１４０００円／ｍ３と昭和３０年代後半の価格水準にまで下落している。

３．持続可能な森林経営の定義

　持続的森林経営と一口にいっても、その定義は、人によって大きく異なる。しかし、国際的な状況を含めてこのことを考えると、モントリオールプロセスに示される、７基準、すなわち、

基準１：生物多様性の保全

基準２：森林生態系の生産力の維持

基準３：森林生態系の健全性と活力の維持

基準４：土壌及び水資源の保全と維持

基準５：地球的炭素循環への森林の寄与の維持

基準６：社会の要望を満たす長期的・多面的な社会・経済便益の維持及び増進

基準７：森林の保全と持続可能な経営のための法的、制度的及び経済的枠組み
の７基準を指標として考えざるを得ない。

このうち基準１～４は造林技術的生物学的アプローチ、基準５～７は、林業経営的経済学的アプローチとしてとらえられる。

４．持続可能な森林経営の確立策

1 造林技術的アプローチ

基準１～３の達成は、森林生態系の適切な管理そのものであり、できるだけ多様な森林環境を創出・維持する、地形や土壌条件に配慮したきめ細かな施業管理を行い生物多様性の保全を図ると共に、林木の生育状況、光環境を見極めながら、種間競争、種内競争を適切に管理し、より生産力のある健全な森林へ誘導していくことが必要である。このことにより、基準４の土壌及び水資源の保全と維持は自動的に達成されることになる。

このような、造林技術的管理を行うためには、森林環境を把握し、機動的な施業を行うための作業道等の基盤整備、及び、モニタリングのための測定プロット森林ＧＩＳが必要となる。

2 林業経営的アプローチ

基準４～７の達成には、林産物を安定的に供給するシステムの確立と同時に、森林が社会的に重要な基盤として、国民に認識され、経済的にも実態的にも、国民生活の一部分として循環していく社会的システムの確立が求められている。

このための技術的アプローチとしては、作業路網の整備・林地に適合する林業機械の導入及び施業技術の定着を図ることにより、安定的かつ合理的な木材供給を行ない、社会的な期待に応え、国民の理解を促進していくことである。

１－２－２　多様性に富む森林とはどのような森林であるかを説明し、それが林業経営において持つ得失について論ぜよ

1． はじめに

　地球環境問題についての関心が高まるにつれて、生物多様性が注目されるようになってきた。中でも森林は、複雑な森林生態系に基づいて成立していることから、その取り扱いにより、生物多様性に大きく影響を与えることになる。このため、持続的森林経営を図るための基準として、日本も加わって検討がなされているモントリオールプロセスにおいても基準の一つとして取り上げられている。

　生物多様性を維持する必要性としては、

1 将来的資源としての多様性を持った遺伝子の保全

2 人類が生存するために必要な生態系の維持

3 文化の根元としての生物多様性の保全

4 生物種の存在自体の根元的意味

などが考えられる。

2． 多様性を持つ森林

　多様性を持つ森林の条件を挙げると次のとおりである。

①生態系内の動植物の種数、遺伝的変化が大きいこと

②森林内の環境の変化が大きいこと

③森林の景観的変化が大きいこと

　森林生態系は、地球上で最も複雑な生態系であり、森林は、他の生態系に比べ、もともと相当の多様性を持っている。①と②の条件は、相互に関連し、多様な環境には多様な生物が存在し、多様な生物が存在するためには、多様な環境が必要である。また、環境や生物種の多様性は、結果として景観の多様性も生み出している。

森林の生物多様性は、生物の生息環境の多様性に起因する。森林内では、まず、光と水、養分を争奪する植物間による種間競争、種内競争が発生し、その結果耐陰性、耐乾性、成長度合いなど、様々な要因で、住み分けが発生し、加えてその環境に適合する動物相も発生してくる。同じ森林でも、若齢林より高齢林、一斉林より多層林へと、林内の環境変化が複雑化するにつれて、多様性は高まっていく。

　また、特に大型獣類、大型鳥類等行動半径が大きい生物の生息に重要なのが、森林の広がりである。道路等による森林地域の分断を極力少なくするとともに、やむを得ない場合には、トンネル、橋等による動物の移動手段の確保も重要になる。また、森林ブロック同士を幅数キロの林帯でつないで、より広域的な動物の移動を助ける森の回廊も関東・東北地区の国有林を中心に設定され、広域的な森林の多様性の確保に役立っている。

　また、生物的側面を除いても、多様性を持つ森林は

風水害や病虫害などの、森林を破壊しようとする力に対しても抵抗力を発揮する。

3． 多様性に富む森林が林業経営に与える得失

長所

①多様性を持つ森林は風水害や病虫害に強い森林が形成される。

②適切な管理を行えば、多品種・多規格の林産物を生産できる。

③森林の公益的機能が高度に発揮される森林が形成される。

短所

1 経営管理が複雑になる

2 林物生産システムが複雑化し、かつ作業ロットが小

さくなるため、生産性が低下する。

3 目的樹種以外の植物等が林内に存在するため、目的樹種の成長が一斉林より悪くなる。

4． 総括

　多様性を目指す林業経営により、森林の公益的機能は、向上するが、木材生産の生産性は低下する。しかし、モントリオールプロセスに示される「持続可能な森林経営」は、国際的な要請であり、この制約条件の中で、更新、森林保護、森林生産力等様々な目的の調和を図り、国際社会が求める最大公約数を目指していくのがこれからの林業の在り方であろう。

以上　　

１－２－３　林業就労者の高齢化が進んでいるが、山村の活性化に視点を置いて中山間地域の林業と農業の関係及び川上と川下の関係を論ぜよ

1． 高齢化の現状

　国勢調査によれば、徳島県の林業就労者は、平成２年度の１６７５名から平成１２年度には、８４６名と半減し、６５歳以上の高齢者の比率も、１４％から、２７％へと大幅に増加している。

高齢者の就業は、森林組合の臨時作業班として季節労働的色彩の強い、個別林家が実施する小規模な造林作業やや保育作業に、従事している例が多く、７５歳前後を過ぎると引退していく傾向があり、今後これらの作業の労働力が、急激に逼迫していくことが予想される。

　一方農業については、家族労働の中で、部分的ではあっても役割を果たしている例が多く、健康に無理のない範囲で農林業に従事し、生き甲斐と収入を両立した、生活を行っている。特に徳島県上勝町で、「つまもの」として、木の葉や小枝などを高級料亭に出荷し、１億円産業となっている「彩」では、高齢者が生産販売活動の重要な柱になっている。

2． 中山間地域の農林業の現状

　徳島県の中山間地域では、農業においては、山がちの地形のため、農耕地に恵まれず、自家用の米作、野菜作以外は、スダチ、ウメ、ユズ、シイタケ等特定の品目に集中した生産が行われている。

林業については、全般に保育段階から収穫段階に移行する時期であり、労働の内容も、下刈りや切り捨て間伐など現在までは比較的熟練を要しない作業から、素材生産作業に移行していくと思われる。

３．都市と山村の高齢者の実態

　高齢者の問題は、中山間地域のみでなく、全国規模の大きな課題である。増大する介護費用や、都会の高齢者の孤独死など、今後社会のひずみが高齢者問題に凝縮してくる恐れもある。

しかし、農山村の現状を見ると意外に高齢者が元気であり、生き生きとしているのがわかる。山村では、高齢者も、家族労働や自給農業、集落作業等で、労働や社会参加を行う機会が多く、これが、高齢者の活力に大きな影響を与えているのではないかと考える。ただし、これを検証するため国民健康保険資料により町村別の高齢者１人当たりの医療費と森林率、人口等で相関分析を試みたが、残念ながら有意な結果は出なかった。

3． 川下との連携を含めた新たな高齢者農林業スタイルの構築

　農林業など生産と生活に直結する作業への参加や、思考が、高齢者の心と体を活性化させれば、また、それがわずかであっても生産に結びつくならば、現在課題となっている高齢者医療や、年金、介護、独居老人などの問題の一部が解決する可能性がある。

　自然を相手に行う労働は、人を癒すものを持っている。林業白書によれば、平成１５年度末の森林ボランティア団体は、１１６５団体となり、森林作業にかかわりたいと願う人の数は、増加している。今までの森林ボランティアは、体験的要素が多かったが、今後は生産や生活を軸としたより実効性の高い形への転換が考えられる。

　中山間の林業においても、作業道や簡易な搬出機械と指導者に恵まれれば、高齢者を含めた都会のボランティアでも間伐材の生産が可能であり、森林所有者、ボランティア双方にいくらかの収益をもたらすことができる。すでに、農業では、棚田の再生を中心に生産を伴うボランティア活動が開始されており、交流や、景観の再生、高齢者の活性化などの効果を上げつつある。

　このような活動は、中山間農林業を根本的に活性化させる手段ではないが、現状からの円滑な移行が可能で、きわめて厳しい現在の財政状況を勘案すると、経費的にも国家戦略としての高齢化対策、定住化対策、環境保全対策として、検討に値するのではないかと考える。
















